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現     行 改  正  後 

 

９Ａ 特定目的会社、特定目的信託（ＳＰＣ、ＳＰＴ）関係 

 

９Ａ－６ その他 

 

（略） 

 

９Ａ－６－１ 所有権の移転の登記の登録免許税軽減に係る

証明書の発行 

(1) （略）  

(2) 申請者に、証明申請書の所定の事項の記入を求めるとと

もに、当該不動産の取得日等を確認するため、以下のとおり

添付書類の提出を求めるものとする。 

  また、申請書に記載された建物の種類欄に倉庫と記載の

ある場合は、倉庫以外の床面積の割合を確認するため、別紙

様式６の２により作成された行政書士の証明書の添付を求 

めるものとする。 

（注１）（略） 

（注２）（略） 

① 申請者による当該申請に係る不動産の所有権の取得日

を確認することができるもの。 

また、開発による取得の場合は当該申請に係る不動産の

取得日を確認できるもの。 

  ・ 不動産売買契約書写し 等  

 ② （略） 

 

 

９Ａ 特定目的会社、特定目的信託（ＳＰＣ、ＳＰＴ）関係 

 

９Ａ－６ その他 

 

（略） 

 

９Ａ－６－１ 所有権の移転の登記の登録免許税軽減に係る

証明書の発行 

(1) （略）  

(2) 申請者に、証明申請書の所定の事項の記入を求めるとと

もに、当該不動産の取得日等を確認するため、以下のとお

り添付書類の提出を求めるものとする。 

 また、申請書に記載された建物の種類欄に倉庫と記載のあ

る場合は、倉庫以外の床面積の割合を確認するため、国土

交通大臣の証明書の添付を求めるものとする。 

 

（注１）（略） 

（注２）（略） 

① 申請者による当該申請に係る不動産の所有権の取得日

を確認することができるもの。 

また、開発による取得の場合は当該申請に係る不動産の

取得日を確認することができるもの。 

  ・ 不動産売買契約書写し 等  

 ② （略） 

③ 不動産の登記事項証明書（写しを添付する場合は、原本
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現     行 改  正  後 

 

(3)  （略） 

 

を提示すること。） 

(3)  （略） 
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現     行 改  正  後 

別紙様式６（ひな型）          （日本工業規格Ａ４）

 

証 明 申 請 書 

 

平成  年  月  日 

財務（支）局長 殿 

 

             申請者 本 店 

                 商 号（会社名） 

                 取締役（氏名）    印 

 

  申請者が        と  年  月  日をもって売

買契約を締結した別紙記載の不動産に関する所有権の移転の登

記につき、租税特別措置法第83条の２第１項の規定の適用を受

けたいので、租税特別措置法施行規則第31条の５第１項に規定

する事項を証する書類の交付を申請します。 

  添付書類：不動産売買契約書（写）等、申請者による当該登

記に係る不動産の所有権の取得日を確認すること

ができるもの 

      ：租税特別措置法第83条の２第１項第２号の要件を

満たすことを証する書面 

      ：別紙記載の不動産の建物の種類欄に倉庫と記載の

ある場合は、倉庫以外の床面積の割合を証する書

面（別紙様式６の２により作成されたものに限る。

） 

 

別紙様式６（ひな型）          （日本工業規格Ａ４） 

 

証 明 申 請 書 

 

平成  年  月  日  

財務（支）局長 殿 

 

             申請者 本 店 

                 商 号（会社名） 

                 取締役（氏名）    印 

 

  申請者が        と  年  月  日をもって売

買契約を締結した別紙記載の不動産に関する所有権の移転の登

記につき、租税特別措置法第83条の２第１項の規定の適用を受

けたいので、租税特別措置法施行規則第31条の５第１項に規定

する事項を証する書類の交付を申請します。 

  添付書類：１．不動産売買契約書（写）等、申請者による当

該登記に係る不動産の所有権の取得日を確認す

ることができるもの 

       ２．租税特別措置法第83条の２第１項第２号の要

件を満たすことを証する書面 

       ３．不動産の登記事項証明書（写しを添付する場

合は、原本を提示すること。） 

       ４．別紙記載の不動産の建物の種類欄に倉庫と記

載のある場合は倉庫以外の床面積の割合を証す

る書面（国土交通大臣により証明されたものに
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現     行 改  正  後 

 

                              

 

証   明   書 

 

 （略） 

  

 

限る。） 

                              

 

証   明   書 

 

 （略） 
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現     行 改  正  後 

別紙様式６の２（ひな型）            （日本工業規格Ａ４）

 

 平成  年  月  日

 財務（支）局長 殿 

 

面 積 表 

 

下記の不動産の表示欄に記載の建物について、現地調査の結果、種類

ごとの床面積は、以下のとおりであることを証明します。 

 

記 

○不動産の表示 

建物の所在 家屋番号 種類 構造 床面積 

    ㎡

（注）表示内容については、いずれも登記記録に記録されている事項に

合わせて記載する。 

 

○種類ごとの床面積 

種 類  

倉庫 倉庫以外 
計 

合計 ㎡…① ㎡ ㎡

 

 

 

 

 

（削る） 



 

金融監督等にあたっての留意事項について －事務ガイドライン－ 第三分冊：金融会社関係 

 

 6

現     行 改  正  後 

○床面積の割合 

（固定資産評価額がある場合） 

固定資産評価証明書に記載の家屋の床面積 ：  ㎡・・・② 

（固定資産評価額がない場合） 

 建物登記記録の床面積の合計       ：  ㎡・・・②’ 
 

当該建物における倉庫の部分が占める床面積の割合 

（＝①/②[②’]＝③）：   / 

当該建物における倉庫以外の部分が占める床面積の割合 

（＝１－③）        ：   / 

 

以上

 

行政書士の登録番号：  

住  所： 

電話番号： 

氏  名：              印 
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現     行 改  正  後 

別紙様式８（ひな型）          （日本工業規格Ａ４）

 

証 明 申 請 書 

 

平成  年  月  日 

財務（支）局長 殿 

 

             申請者 本 店 

                 商 号（会社名） 

                 取締役（氏名）    印 

 

  申請者が        と  年  月  日をもって売

買契約（請負契約）を締結した別紙記載の不動産に関する不動

産取得税につき、地方税法附則第11条第４項の規定の適用を受

けたいので、地方税法施行規則附則第３条の２の６に規定する

事項を証する書類の交付を申請します。 

  添付書類：不動産売買契約書（写）等、申請者が当該申請に

係る不動産の所有権の取得日を確認することがで

きる書面。また、開発による資産の取得の場合に

は当該申請に係る不動産の取得日を確認すること

ができる書面。 

   ：地方税法施行令附則第７条第４項の要件を満たす 

ことを証する書面 

 

 

 

別紙様式８（ひな型）          （日本工業規格Ａ４） 

 

証 明 申 請 書 

 

平成  年  月  日  

財務（支）局長 殿 

 

             申請者 本 店 

                 商 号（会社名） 

                 取締役（氏名）    印 

 

  申請者が        と  年  月  日をもって売

買契約（請負契約）を締結した別紙記載の不動産に関する不動

産取得税につき、地方税法附則第11条第４項の規定の適用を受

けたいので、地方税法施行規則附則第３条の２の６に規定する

事項を証する書類の交付を申請します。 

  添付書類：１．不動産売買契約書（写）等、申請者が当該申

請に係る不動産の所有権の取得日を確認するこ

とができる書面。また、開発による資産の取得

の場合には当該申請に係る不動産の取得日を確

認することができる書面。 

２．地方税法施行令附則第７条第４項の要件を満

たすことを証する書面 

３．不動産の登記事項証明書（写しを添付する場 

合は、原本を提示すること。） 

 



 

金融監督等にあたっての留意事項について －事務ガイドライン－ 第三分冊：金融会社関係 

 

 8

現     行 改  正  後 

 

                             

 

証   明   書 

 

 （略） 

 

 

                              

 

証   明   書 

 

 （略） 

 

 

 

 


